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研究成果の概要（和文）： 

本研究においては、イスラーム、儒教、仏教を基盤とするマネジメントに焦点を当て、関
係重視型マネジメントがアジア・ダイバーシティ・マネジメントの共通の特徴であることを
考察した。そこでは営利部門と非営利部門が相互補完的に協調し市場を構成していることが
明らかにされた。そして企業の営利性に公共の利益を組み込む、共同体志向的な企業活動を
再評価することは、ポスト・コーポレーション時代の企業のあり方を考察する上できわめて
重要であることが示された。 

 
研究成果の概要（英文）： 
 In this research project, by focusing on the management styles based on Islam, 
Confucianism and Buddhism, the relationship-oriented management has been 
presented as a common distinguished feature in the Asian diversity management.   
The study has concluded that the ontology and business ethos of each religion has 
historically constructed the markets, in which both the profitable and non-profitable 
sectors are interrelated and functioned complementarily, and it is important to 
reevaluate a community-oriented entrepreneurial activities which include the public 
profits into private ones for considering the new trend of management in the 
post-corporation era. 
 
 

交付決定額 

                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

２００８年度 4,100,000 1,230,000 5,330,000 

２００９年度 3,400,000 1,020,000 4,420,000 

２０１０年度 3,900,000 1,170,000 5,070,000 

２０１１年度 2,700,000 810,000 3,510,000 

総 計 14,100,000 4,230,000 18,330,000 

 
 

研究分野：社会科学 

科研費の分科・細目：経営学・経営学 

キーワード：異文化経営、イスラーム経営、アジア経営、中国経営、儒法経営、知足経営 

 
１．研究開始当初の背景 

研究開始当初、ダイバーシティ･マネジメ
ント研究は、学術的領域においては比較的新
しい領域であった。主に異文化経営研究と呼

ばれていた領域においては、文化的多様性と
ビジネス・マネジメントとの関係が論じられ
たが、そこでは文化的差異は企業文化などの
上位概念によって乗り越えられるものとし
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てとらえられる傾向にあった。しかし 1990
年代のグローバル化以降、文化的多様性をそ
のまま受け入れ、それらをいかに組織内で統
合し、活用するかについて論じる方向性が示
されるようになっていた。 

しかしイスラーム圏の経営の研究過程に
おいては、従来の異文化経営研究にせよ、新
しいダイバーシティ･マネジメント研究にせ
よ、それらが欧米を中心とする文化論を基底
に論じられているため、その方法論をイスラ
ーム圏の経営に適用することが困難であっ
た。中でもイスラーム経営は、シャリーアと
いう固有の法にもとづいてビジネスが行わ
れるため、欧米の経営理論に照らすだけでは、
ほんの一部しか分析されないことが明らか
であった。したがってそれまでの研究の結果
をふまえ、表層的にあらわれる文化的多様性
のみならず、深層にある文化的根源がビジネ
スやマネジメントに表出する点を調査する
ことが求められた。 

またイスラーム圏のマネジメントに着目
するのは、このような文化的固有性の観点か
らばかりではない。日本はイスラーム圏から
原油輸入量の約 9 割をイスラーム圏に負い、
他方では湾岸諸国を中心に莫大なオイル･マ
ネーが世界のグローバル市場に投資されイ
スラーム金融市場が構築されつつあるにも
かかわらず、この市場に対する日本の関心は、
BRICs に対する関心には到底およばない。金
融の現場ではようやくイスラーム金融市場
への関心が芽生え始めたが、欧米諸国がイス
ラーム経営研究に積極的に関わるのとは異
なり、日本では研究領域として確立されてい
ない状況があり、経営実践の観点からも研究
の進展が求められる領域であった。 

 
２．研究の目的 

以上のような背景をふまえ本研究では、文
化的多様性が唯我独尊的に存在するのでは
なく、異文化の脈絡も自らに内包するがごと
く多様性を統合していくかたちのダイバー
シティ･マネジメントを、あえて「関係型ダ
イバーシティ･マネジメント」と呼び区別し、
その実態を理論と現場調査の両面から実証
的に研究し、経済的隆盛を誇る、西アジアと
東アジアの経営基盤を分析することを目的
とする。さらにそれらをつないでいく中央ア
ジア、東南アジアについても同様に調査･研
究し、アナログ的な関係型ネットワークによ
って組織される、一大アジア商圏の全体像を
提示する。 

本研究はこれまで宗教、哲学、思想の分野
として扱われてきたイスラームや、儒教、仏
教が、経営という社会科学的な領域に大きく
作用している点を実証的に示し、存在から繰
り出される経営に支えられたビジネス・モデ
ルとその社会的合理性の提示を目指す。その

ために、企業経営に組み込まれた非営利活動
に着目し、喜捨・寄付が単なる利益の社会還
元ではなく、企業を共同体志向的な公的組織
に転換させ、企業と社会の新たな関係を構築
する可能性について追究する。 

 
３．研究の方法 

本研究が目指すアジアの中における個別
文化圏の固有性･個別性を研究しつつ、その
連係、ネットワークを研究するためには、共
通の問題意識をもつ研究者との共同研究が
必須であることから、研究代表者と研究分担
者の計 5 名が、互いが専門とする地域におい
て合同調査を行うこととした。 

2008年度から 2010年度にかけて、計 3回、
延べ 70 日に渡って、研究メンバー合同でア
ラブ首長国連邦、イラン、トルコ、中国、ト
ルクメニスタン、ウズベキスタン、カザフス
タンにおいて、各宗教施設、民族市場、政府
機関、研究機関、教育機関、企業、住民自治
会、研究者宅等を訪問し、イスラーム諸国に
おける伝統的な社会関係の現状と市場移行
諸国における各種信仰の回復状況（イスラー
ム教、儒教、道教、キリスト教、仏教等）、
各国政府による宗教管理の実態、宗教の社会
的機能、信仰と企業経営との関わりについて
実態調査を行うとともに、随時、現地研究会
式の意見交換を行い、研究メンバー間の認識
の共有と認識の深化を図った。2011 年度には
タイの調査を 12 月に予定していたが、大洪
水の直後と重なり、調査は断念せざるを得な
かった。 

また三文化圏に共通であると仮定した社会
的企業に関する調査も別途進め、ビジネスお
よび社会的課題解決の新たな担い手となるで
あろう、その組織の特徴や組織を率いる社会
起業家について研究を行った。従来のビジネ
ス組織とは異なる価値観や倫理観が創造する
価値やソーシャル・イノベーションについて
考察し、ソーシャル・エンタープライズの特
徴を分析するために、アンケート調査を実施
した。 

研究会においては、各研究分担者の研究状
況を報告し相互理解を深めた。主な研究会は
以下のとおりである。櫻井秀子「イスラーム
的経営の特性について」、高久保豊「中国の
伝統と変革：その動態をいかに読み解くか」、
潜道文子「「ソーシャル・エンタープライズ
に学ぶ CSR 経営の新展開」、中屋信彦「中国
におけるダイバーシティ・マネジメント」、
木村有里「グローバリゼーションとタイ社会
の変容」をそれぞれ報告した。また以下の 5
に示すとおり、各学会における研究報告、な
らびに論文・図書出版を行った。 

 
４．研究成果 

理論研究においては、西アジア、東アジ



 

 

アの経営基盤には「関係型ダイバーシティ･
マネジメント」を繰り出すアナログ的な関
係型ネットワークが、歴史的、文化的、法
的に存在することが確認された。 

まずイスラームにもとづく経営理論では、
関係性重視はイスラーム法に規定されてい
るといっても過言ではない。そこにあらわ
れるビジネスの基本は、パートナーシップ
関係にあり、事業家は資本の借り入れを行
うのではなく、投資家とのパートナーシッ
プ契約である。しかし企業経営における関
係重視は企業内にとどまるものでなく、営
利部門と非営利部門の間にもいわば相互補
完的なパートナーシップ関係が認められ、
それは前者が後者を外部経済として排除し
支配する関係とは異なっている。この点に
ついては、イスラームの世界観、法の観点
から検証を行った。 

またイスラーム経営においては、「関係」
が主観的な馴れ合いに陥ることを防ぐ一環
として、イスラーム法が機能している点に
焦点を当て検討し、西欧近代的なコンプラ
イアンスとは異なる点を指摘するとともに、
イスラーム法が規定する企業概念そのもの
や、社会的企業の発展形態にも相違がある
点を明らかにした。 

イスラーム圏の現地調査においては、モス
クと市場が不可分に立地している状況を調査
した。特にワクフとして寄進された土地にス
ーパーマーケットなどの商業施設が建てられ、
その上層にモスクが建設させている現代的形
態についても調査した。ただし近代的成長の
著しい当該地域においては、伝統的な経営を
現代的文脈で再構築は萌芽的段階にとどまっ
ていることも確認された。 

櫻井は、シャリーアにもとづくイスラーム
経営の一形態としてのイスラーム金融につい
ての研究を図書として発表し、そこでは、交
換に一元化される市場ではなく、贈与と交換
が混交する市場をイスラーム的市場の特性と
みなし、そのバランスをとることがイスラー
ム的経営の特性である点、また新自由主義に
もとづく経営に疲弊している現代社会への処
方箋的な方向性として、企業の私的利益の中
に、公共の利益、外部経済化された費用を取
り込むことが、現在においてはむしろ合理的
である点を明らかにした。 

儒法経営については、儒仏道三教の相互浸
透を基盤とする中国思想が中国企業の実践
において意識的あるいは無意識的な形で影
響を及ぼし、近い将来において「経営規範」
にも組み入れられようとしている状況を考
察した。そこでは著しい経済成長と急速な社
会変化に伴う中国企業の経営実践における
変化と中国伝統思想の再評価の動きについ
て一つの解釈を試みた。 

その解釈では、歴史を背負った思考方式が
グローバル思想を取り入れつつせめぎあう
過程として「新しい中国を作り出すイメー
ジ」を念頭に置いた。古くは儒仏道三教を主
として織りなす中国思想の総体があり、新し
くは胡錦濤政権の「調和のとれた社会」構想
があるが、いずれも中核に「和」の発想が見
出される。中国独特のマネジメント思想を説
く東方管理学派の主張も同様である。ここか
ら導かれるのは「伝統中国」、「社会主義の中
国」、「改革・開放の中国」という三層構造で
ある。これを分析するには「移行期経済」を、
伝統的な社会主義の管理方式から市場経済
の管理方式への直線的な転換過程としてと
らえるのではなく、「伝統中国」と「社会主
義の中国」の両者がその発想において同根で
ある点に着目しつつ、むしろ「天人合一」の
中国思想を三つの層のダイナミズムの通奏
低音と位置付けた。 

そして今日に特徴的な現象は、企業倫理、
企業の社会的責任（CSR）、環境保護への視点、
従業員への配慮、消費者保護の取り組みなど、
「尊敬される企業」のあるべき姿を考慮に入
れた枠組が強調されつつある点である。 

また市場経済へ移行しているといわれる
中国はあるが、実際には地域共同体経営が力
を発揮しており、寺院、孔子廟、モスク、教
会などの宗教施設が、地域において中心的な
役割を果たしている場合が多い。孔子廟、寺
院の盛況は、観光化との関連がうかがわれる
が、モスクや教会は、地域における互助的中
心となっていた。ただし中東地域に比べると、
喜捨の自由度は低いようであったものの、聖
廟参りを通じての人の動きも確認された。 

知足経営についてはタイを中心に研究を
行い、タイ人経営者の経営意識に関する調査
では、企業の「成長」および「発展」という
概念の中に、①人的な成長、②富の配分、③
国やコミュニティへの貢献といった内容が
含まれることが明らかとなった。共同体志向
的であり、社会と企業が互酬的な関係にある、
これらの経営の三形態を比較していく中で、
それぞれの社会的企業としての側面が浮き
彫りになった。 

本研究においては、企業と社会、ないしは
営利部門と非営利部門の互酬性の観点から、
各文化圏における社会的企業の概念と実態に
ついての研究を進めた。その際に際に参照し
たのは、マイケル E. ポーターの競争戦略
論であるが、それによれば「共通価値（shared 
values）の戦略」は、経済的価値を創造しな
がら、社会的ニーズに対応することで社会的
価値をも創造するというアプローチである。
これは従来の資本主義における「企業の利益
と公共の利益はトレード・オフである」とい
う前提を覆す革新的主張であるといわれてお
り、そこでは共通価値の創造（CSV）は企業の



 

 

社会的責任（CSR）とは異なるものとしてとら
えられ、公共の利益をも含む利益の最大化に
不可欠なものとみなされている。このような
ポーターの見解は、「企業の社会的責任」とい
う考えそのものが、企業と社会の対峙を前提
とし、どちらの利益を優先させるかという、
トレード・オフの関係を越えられない限界を
抱えていることを示すものである。 

このような主張は、本研究のテーマである、
企業と社会が一体化した社会性を包含する経
営においては内部化されているものであり、
あえて取り立てて主張されないが、むしろこ
こで興味深いのは産業革命を通じて飛躍的に
大企業化した資本主義的企業がソーシャル・
エンタープライズ化し、コミュニティ・ビジ
ネスを展開しつつある現状であり、英国では、
CIC（Community Interest Company: コミュニ
ティ利益会社）、米国では、L3C（Low-profit 
Limited Liability Company）が設立されてい
る。 

このような変化を勘案すれば、営利と非営
利、交換と贈与の相互補完的マネジメントが
今後の中心的課題となるといえ、本研究の提
示した、非営利的要素をも含む「関係型ダイ
バーシティ・マネジメント」および企業の営
利性に公共の利益を組み込む、共同体志向的
な企業活動を再評価することは、ポスト・コ
ーポレーション時代の企業のあり方を考察す
る上できわめて重要であると考える。 
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